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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

計 画 給 水 人 口 42,900

現 在 給 水 人 口 40,173法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適用

別添１－２

小美玉市　　　　　　　　　　　事業経営戦略

事業の現況

（１）料金体系の概要
　２ヶ月の水道使用量に対して、基本料金は20㎥までとし、２１㎥からは従量料金としています。
　従量料金は３段階とし、21㎥～40㎥、41㎥～80㎥、80㎥超となります。
　水道メーターは口径別（φ13mm、φ20mm、φ25mm）に使用料が必要となります。
（２）料金体系の考え方
　地方公営企業法に基づく独立採算の原則に沿った料金体系としています。また、小川町および美野里町水道事業の統合後、
　水道料金の地域格差が生じたため、公平性を確保するために平成26年度に水道料金を統一しました。

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強会
の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により実
施する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

542.5

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 69.3

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

2

0.321

供 用 開 始 年 月 日 　昭 和 40 年 9 月 1 日

管 路 延 長

水 源

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

茨城県

小美玉市水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 16,700 ㎥／日

（１）組織体制
　水道局長のもと、水道課施設係、業務係、庶務係の３係となります。
（２）職員数
　水道事業に携わる職員は、全職員計９名となります。

これまでの主な経営健全化の取組

（１）事業統合
　小美玉市誕生に伴い、水道事業の効率化を図るため、平成21年度に小川町および美野里町水道事業を小美玉市水道事業として事業統合した。
（２）民間活用
　検針業務、水質検査、施設の運転管理、点検業務、休日の給水栓開閉作業等、民間委託を導入しています。また、上下水道料金お客様サービスセンターを設置し
ています。

・平成３０年度の経営状況は，別紙１の経営比較分析表に示すとおりです。

平 成 21 年 1 月 1 日

計 画 期 間 ：

4

～

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水 道

簡易水道



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

・予測の方法（考え方）：「小美玉市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」を参考に推計しました。
　給水人口は、平成２２年度の42,207人をピークに減少傾向となり、平成30年度に40,173人、令和11年度には38,782人に減少すると推計しました。

料金収入の見通し

人口減少や節水型社会の進展による給水量及び給水収益の減少が懸念されているなか、収益的収入は減少傾向が続き支出は増加傾向にあると予測され、
また、水道施設の更新及び耐震化は必要とされています。
このような状況においても、安全で安心な水道事業を継続していくために、水道料金改定について論議を進めていきます。
小美玉市の水道料金は、近隣水道事業体との料金比較や類型区分（⑤）での料金比較でも安価となっています。このことも含めて水道料金の論議を進めます。

・小美玉市水道料金表（平成26年度に料金改定、令和元年度10月に消費税率の改定）　　　・類型区分（⑤）での料金比較表（平成２９年度）

・近隣水道事業体との料金比較（平成29年度）

水需要の予測

給水人口の予測

・予測の方法（考え方）
　・有収水量は過去10年間の実績を基に推計しました。
　・有収率は、2040年度に小川地区90％、美野里地区95％と設定し、令和１１年度における小美玉市の有収率は89.6％と推計しました。
　・有効率は、2040年度の有効率を95％と設定し、令和１１年度は90.8％と推計しました。
　・負荷率は、過去10年間の小さい値を採用し、小川地区80.5％、美野里地区83.1％と設定し、令和１１年度における小美玉市の負荷率は82.1％と推計しました。
一日最大給水量は、平成20年度の14,855㎥/日をピークに減少傾向になっています。　一日平均給水量も同様に平成21年度の12,605㎥/日をピークに減少傾向に
なっています。
令和11年度には、一日最大給水量12,783㎥/日、一日平均給水量10,493㎥/日に減少すると推計しました。
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一日平均給水量実績値 一日平均給水量推計値 一日最大給水量実績値 一日最大給水量推計値

（㎥/日）

R11

最大12,783㎥/日

H30

最大12,661㎥/日

H20

最大14,855㎥/日

H21

平均12,605㎥/日

 ※１ ヶ月 20 ㎥当 りφ 20mm： 3,553 円  

【（基 本料金 3,080＋量 水 器使 用料 286.0＋従量 料 金 187.0×20） /2 ヶ 月】  

基本料 金（ ２ヶ 月）  従 量料金 （ １㎥ につ き）  量水 器使 用 料  

20 ㎥まで  3,080 円  

21～ 40 ㎥  187.0 円  φ 13mm 154.0 円  

41～ 80 ㎥  220.0 円  φ 20mm 286.0 円  

80 ㎥超～  242.0 円  φ 25mm 308.0 円  

※条件 ：口 径φ 20mm、 20 ㎥ /月の使 用料 金（ 出典 ：平 成２ ９年 度  茨城 県の水 道）  

水 道事 業名  料金 （円 ）  比較 （％ ）  備考  

石岡 市  4,771 137  

行方 市  4,443 127  

茨城 町  4,266 122  

湖北 水道  4,222 121 小美 玉市 玉里 地区  

鉾田 市（ 鉾田 ）  4,212 121  

笠間 市（ 友部 ）  4,087 117  

小美 玉 市小美 玉 市小美 玉 市小美 玉 市     3333 ,488,488,488,488     100100100100     小美 玉市小美 玉市小美 玉市小美 玉市     

県内 最高  5,346 153 八千 代町  

県内 最低  2,700 77 つく ば市  

県内 平均  4,121 118  

※給水 人口別区 分⑤ ３万人～ ５万人  

※ 条件：口径φ 20mm、 20 ㎥ /月の使用 料金（出典：平 成２９年度  茨城県の 水道）  

水 道事業名  料 金（円）  比較（％）  備 考  

坂東市（猿島）  5,340 153  

桜川市  5,184 149  

坂東市（岩井）  4,545 130  

鉾田市（大洋）  4,536 130  

つくばみら い市  4,536 130  

阿見町  4,482 128  

行方市  4,443 127  

下妻市  4,400 126  

常陸大宮市  4,330 124  

かすみがう ら市  4,266 122  

常陸太田市  4,217 121  

鉾田市（鉾 田、 旭） 4,212 121  

小美玉市小美玉市小美玉市小美玉市     3,4883,4883,4883,488     100100100100         

北茨城市  3,348 96  

東海村  3,040 87  



（４）

（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

１．事業概要
　　小美玉市水道事業は、平成１８年３月２７日に２町１村（小川町、美野里町、玉里村）が合併し小美玉市が誕生したことにともない、平成２１年４月１日、水道料金の
　統一と事業効率化を図るため、小川地区水道事業と美野里地区水道事業が統合され「小美玉市水道事業」が認可創設されました。
２．経営理念及び基本方針等
　　小美玉市水道事業の経営戦略としての基本方針は、小美玉市水道ビジョンで定めた将来像（理想像）「信頼を次世代につなぐ水道」として、「安全」、「強靭」、
　「持続」の３つの視点から、さまざまな課題を解決し、安定的な事業運営を行っていきます。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　２　の　と　お　り

施設の見通し

組織の見通し

・小美玉市水道事業は、小川浄水場系、美野里浄水場系の２浄水場があります。
　小川浄水場の主な水源は地下水となり、７本の深井戸、配水池２池を有しています。美野里浄水場も主な水源は地下水となり、10本の深井戸、配水池２池を有して
　います。取水及び浄水施設等は、ダウンサイジングを視野にいれ維持管理及び修繕を行い、適時に更新していきます。
・全施設の配水池容量は一日最大給水量の24時間分となり、非常時においても安全性の高い施設（耐震化率100％）となっています。
・管路は、小川地区において石綿セメント管更新事業を令和７年度まで行います。その後、美野里地区導水管耐震化事業による老朽管更新を含むた耐震化を計画
　しています。また、浄水場から指定避難所への配水管を耐震化する小川及び美野里基幹管路耐震化事業を計画しています。
・小川浄水場と美野里浄水場の相互バックアップ（連絡管等）を検討していきます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標
・災害に強い水道の実現
・令和４年度内に配水管の耐震化率１６％
・導水管及び基幹管路の耐震化

・現状は、水道を担当する全職員数９名により、業務、管理が一体となり事業運営の効率化を図っています。
・水道施設の運転管理業務や料金徴収等を外部委託し効率的な運営管理に努めています。
・職員の意欲を向上させ、持続可能な組織を構築するため、研修会への参加など水道事業に関する技術習得、資質の向上に努めます。
・計画的で効果的な人材の育成および専門知識や技術の継承に取り組みます。



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

・投資以外の経費（委託料、修繕費、動力費、人件費など）の積算の考え方等につい
（１）委託料
　　過去５カ年の平均値に年１％の上昇率により算出しました。
（２）修繕費
　　平成31年度（令和元年度）の予算額としました。
（３）動力費
　　過去５カ年の平均１㎥単価と推計した年間配水量により算出しました。
（４）人件費
　　平成31年度（令和元年度）の予算額に年0.5％の上昇率により算出しました。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

目 標
・投資と財源の均衡を基本とした事業経営
・国庫補助金等の有効活用
・企業債の抑制及び支払利息の軽減

②　収支計画のうち財源についての説明

・計画期間内に実施する主な投資の内容

（１）投資計画として
　　・水道施設の電気及び機械設備は、標準耐用年数の1.5倍を目安として、年間事業費を２億円程度とします。
　　・配管は、老朽化した路線及び重要度の高い基幹管路を整備していきます。年間事業費を２～４億円程度とします。

（２）小川地区 石綿セメント管更新事業
　　小川地区では、老朽化した石綿セメント管を耐震管へ更新する事業を平成２８年度から実施しています。
　　令和７年度には導水管２.３ｋｍ、配水管４４.７ｋｍの更新が完了する予定です。

（３）美野里地区　導水管耐震化事業（小川地区　石綿セメント管更新事業後の計画）

（４）小川、美野里地区　基幹管路耐震化事業（小川地区　石綿セメント管更新事業後の計画）

・財源の積算の考え方等について
（１）水道料金
　　料金改定について水道審議会等で論議を進めていきます。
（２）企業債
　　事業費の90％を借入するとし、償還期間30年、年率0.4％とします。
（３）国庫補助金
　　石綿セメント管更新事業（補助率1/2）、基幹管路更新事業（補助率1/4）について補助金を見込みます。

・財源確保の取組
（１）環境対策
　　省エネルギー型機器（インバーター等）への更新を検討します。

 実施済 H28～ H30 計画 R1～ R7 計  

導水管延長（ｍ）  0 2,270 2,270 

配水管延長（ｍ）  9,900 34,800 44,700 

概算事業費（千円）  945,000 2,300,000 3,245,000 

 

 美野里地区  

導水管延長（ｍ）  11,390 

概算事業費（千円）  1,087,000 

 

 小川地区  美野里地区  計  

配水管延長（ｍ）  13,440 17,970 31,410 

概算事業費（千円）  1,400,000 2,020,000 3,420,000 



①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

ＰＤＣＡサイクルを活用し、毎年度、経営分析表で掲げた各種指標の数値を分析し、「安定的な事業運営の確立」に向けて取り組み
が進められているかを評価します。
進捗管理は、各施策の実施状況や経営状況など社会情勢の変化等により計画と実績との乖離が著しい場合は、必要に応じて事
業手法の見直し等について検討を行い、必要な改善策を図っていきます。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

実際の老朽化の状態を把握した上で、計画的に老朽化施設及び設備の更新を行います。更新する施設及び設備は、耐用年数の
長い（長寿命化）ものを選択します。

広 域 化
水道事業は、市町村運営、独立採算が原則となっていますが、運営基盤の強化を図るための効率化という観点から、本市におい
ても広域連携については柔軟に対応していきます。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 経年劣化する水道施設の更新・耐震化を着実に進めます。　　　　　　　　

過去の投資により企業債残高は５０億前後を推移していく状況になります。
令和７年度頃より企業債償還金と資金残高が近接していきますので、今後の水道事業経営を圧迫することのないように注意して
いきます。

独立採算の原則（水道事業の対価である料金収入によって維持される）を持続させることを目標としていますが、財源不足が生じ
るおそれがある場合には、他財源で補うことを視野に入れ検討していきます。

現在、検針業務、収納業務、水質検査等は、個別委託を行っており、浄水場等の運転管理や点検業務等の施設管理は、民間へ
の包括委託で行っています。今後も先進事例の研究をしながら、近隣の事業体の動向を注視しつつ調査・検討を進め、より効率的
で、より良いサービスが提供できるような改革をしていきます。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

繰 入 金

小美玉市水道事業は、小川地区水道事業と美野里地区水道事業が統合され、水道料金の統一と業務の効率化を図ってきました
が、水道施設としての相互連携やバックアップ体制には検討の余地があります。今後、小美玉市水道事業の目指すべき方向性
や、水道施設に求められる機能および規模を考慮し、小川浄水場と美野里浄水場の相互バックアップ（連絡管等）を検討し、災害
に強い運営基盤の強化に努めます。

維持管理の効率化、施設利用率の向上、管理費用を削減するため浄水場施設の適切な規模への縮小を検討します。

そ の 他 の 取 組

収益的収入は減少傾向が続きます。また、収益的支出は増加傾向にあるため、令和７年度には赤字となります。
よって、料金改定について水道審議会等で論議を進めていきます。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

これまでは資金運用（大口定期預金）による収益（預金利子）の確保を行っておりましたが，資本的支出に対する不足額へ充てる
ため毎年度取崩しをしており，資金運用による預金利子の額は年々減少しているが，引続き資金運用の取組みを継続し収益化に
努めていく。

そ の 他 の 取 組

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

更新していく設備は省エネルギー型機器（インバーター等）を導入し、エネルギー消費量の低減に努めます。

多種多様で膨大な水道設備を台帳として整備するとともに点検計画書等を作成し、効率的な日常の点検及び維持管理を実施し修
繕費の抑制を図ります。

現在の委託を継続しつつ、より効率的で効果的な委託方式を検討していきます。

職員給与については、社会情勢との適合を基本的な考え方として，人事院勧告や事業の経営状況等の経営状況等を踏まえなが
ら，引続き給与の適正化に取り組んでいきます。

水道事業運営への理解や透明性の確保の観点から、ホームページ等を利用した情報公開に努めます。
今後も、提供する情報とその内容を充実させることを前提に、内容の見直しや事後検証に取り組んでいきます。





別紙２

・収益的収支 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 H29年度 H30年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 705,125 704,760 703,354 696,443 694,525 692,418 692,424 688,784 687,643 685,927 685,750 682,310 680,409
(1) 688,586 687,949 684,096 676,992 674,880 672,576 672,384 668,544 667,200 665,280 664,896 661,248 659,136
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 16,539 16,811 19,258 19,451 19,645 19,842 20,040 20,240 20,443 20,647 20,854 21,062 21,273

２． 63,349 66,908 81,560 83,634 83,634 83,634 83,634 83,634 83,634 83,384 83,384 83,384 83,384
(1) 0 0 250 250 250 250 250 250 250 0 0 0 0

0 250 250 250 250 250 250 250
0

(2) 62,400 65,461 60,412 61,400 61,400 61,400 61,400 61,400 61,400 61,400 61,400 61,400 61,400
(3) 949 1,447 20,898 21,984 21,984 21,984 21,984 21,984 21,984 21,984 21,984 21,984 21,984

(C) 768,474 771,668 784,914 780,077 778,159 776,052 776,058 772,418 771,277 769,311 769,134 765,694 763,793
１． 621,793 663,386 712,169 655,817 657,296 669,145 683,967 698,301 710,919 722,950 735,126 746,681 759,310
(1) 60,694 84,781 81,724 81,061 81,435 81,811 82,189 82,569 82,951 83,335 83,721 84,109 84,499

60,694 84,781 81,724 81,061 81,435 81,811 82,189 82,569 82,951 83,335 83,721 84,109 84,499
0 0
0 0

(2) 256,425 264,264 299,803 260,647 261,172 262,534 264,247 265,661 267,153 268,583 270,214 271,458 272,961
58,379 63,053 59,423 58,548 58,089 57,687 57,400 56,855 56,496 56,109 55,893 55,348 54,961
20,950 24,597 25,660 25,660 25,660 25,660 25,660 25,660 25,660 25,660 25,660 25,660 25,660

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
177,096 176,614 214,720 176,439 177,423 179,187 181,187 183,146 184,997 186,814 188,661 190,450 192,340

(3) 304,674 314,341 330,642 314,109 314,689 324,800 337,531 350,071 360,815 371,032 381,191 391,114 401,850
２． 100,956 96,637 96,062 89,876 85,740 81,508 77,177 72,737 68,166 63,486 59,489 55,535 52,042
(1) 100,956 96,637 96,062 89,876 85,740 81,508 77,177 72,737 68,166 63,486 59,489 55,535 52,042
(2) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 722,749 760,023 808,231 745,693 743,036 750,653 761,144 771,038 779,085 786,436 794,615 802,216 811,352
(E) 45,725 11,645 △ 23,317 34,384 35,123 25,399 14,914 1,380 △ 7,809 △ 17,124 △ 25,481 △ 36,522 △ 47,559
(F)
(G)
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

45,725 11,645 △ 23,317 34,384 35,123 25,399 14,914 1,380 △ 7,809 △ 17,124 △ 25,481 △ 36,522 △ 47,559
(I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(J) 1,324,588 1,195,632

146,232 493,468
(K) 372,902 431,057

228,966 236,277
0 0

103,965 150,725
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 705,125 704,760 703,354 696,443 694,525 692,418 692,424 688,784 687,643 685,927 685,750 682,310 680,409

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息
そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

R6年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

R11年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

R1年度

営 業 収 益

R2年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度R3年度 R4年度 R5年度



別紙２

・資本的収支 （単位：千円）

年　　　　　度 H29年度 H30年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 250,000 360,000 180,000 180,000 180,000 180,000 180,000 180,000 370,350 369,720 492,480 465,750

２．

３．

４．

５．

６． 81,235 163,040 234,767 199,061 126,329 176,139 182,344 104,448 120,882

７．

８． 27,142 3,513 34,064 20,250 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

９． 19,660 24,320 15,793 21,628 21,628 21,628 21,628 21,628 21,628 21,628 21,628 21,628 21,628

(A) 128,037 440,873 644,624 420,939 347,957 397,767 403,972 326,076 342,510 411,978 411,348 534,108 507,378

(B)

(C) 128,037 440,873 644,624 420,939 347,957 397,767 403,972 326,076 342,510 411,978 411,348 534,108 507,378

１． 438,320 672,065 829,456 600,800 454,600 554,400 566,500 408,900 441,800 411,500 410,800 547,200 517,500

２． 214,879 228,966 236,278 250,589 255,445 260,397 265,448 280,126 297,172 309,425 312,071 322,506 319,243

３．

４．

５． 6,236 4,369 12,676 4,349 4,349 6,849 4,349 4,349 4,349 4,349 6,849 4,349 4,349

(D) 659,435 905,400 1,078,410 855,738 714,394 821,646 836,297 693,375 743,321 725,274 729,720 874,055 841,092

(E) 531,398 464,527 433,786 434,799 366,437 423,879 432,325 367,299 400,811 313,296 318,372 339,947 333,714

１． 339,470 260,525 246,913 287,093 288,412 288,799 291,045 290,051 291,606 292,508 294,310 293,192 292,891

２．

３．

４． 191,928 204,002 186,873 147,706 78,025 135,080 141,280 77,248 109,205 20,788 24,062 46,755 40,822

(F) 531,398 464,527 433,786 434,799 366,437 423,879 432,325 367,299 400,811 313,296 318,372 339,947 333,714

(G)

(H) 5,168,051 5,189,084 5,312,807 5,242,217 5,166,772 5,086,375 5,000,927 4,887,081 4,762,994 4,816,976 4,867,655 5,030,630 5,170,111

○他会計繰入金 （単位：千円） （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

250 250 250 250 250 250 250

250 250 250 250 250 250 250

27,142 3,513 34,064 20,250 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

27,142 3,513 34,064 20,250 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

27,142 3,513 34,314 20,500 20,250 20,250 20,250 20,250 20,250 20,000 20,000 20,000 20,000

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

R8年度 R9年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

R11年度R10年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

計

そ の 他

R7年度


